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〔要旨〕
　マーケティングという世界観を垣間見るために、マーケティングから距離
をおいて眺めたり、鳥瞰すること（反マーケティング論、マーケティング批
判・不完全性・欠陥などの立場）によって、マーケティングの本質を認識し、
その二面性や多様性を明らかにすることが本稿の目的である。
　その主たる内容は、広範なマーケティング活動の批判であり、長きにわた
る論争、そして問題点である。こうしたマーケティングの持つ性質を批判的
側面から論じることはある種のタブーとされてきた感がある。しかし、現実
にはマーケティングの持つ性質には、多くの問題や批判のあることも事実で
ある。以下ではそれらの論点を踏まえて明らかにしたい。
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はじめに
　「反マーケティング論」というタイトルはいささか唐突すぎる嫌いがある
が、正確には「不完全性」、「欠陥」といった意味をもつ。マーケティングは、
経済学や経営学、法学などと同じ社会科学である。社会科学とは、人間社会
の現象を認識する知的営みであって経験科学である。しかし、マーケティン
グという分野は特殊な領域で、マーケティング学と呼称する書物が少ない。
経済学者の間でも、マーケティングという学問は分かりにくいとの評もある。
肥田日出生によれば、「直接の原因は、いわゆるリベラルアーツ（教養）的
な部分が欠落していることからきているように思われる」、「それは戦後の貧
しい日本を、アメリカのようにしたいという貧民的切望を主動因としてマー
ケティングが導入され、企業は、それでもってビジネスチャンスをものにす
ることにかかりきりであった」ことを思えば、我が国でのマーケティングの
知識導入は、経済的に恵まれない状況の中で行われてきたのである⑴。
　およそ社会科学には、社会に共通する常識と良識といったコモンセンスが
あると思われるが、しかし、マーケティングの持つ性質には、自己の、ある
いは組織の利益追求にのみ走る傾向にある常識と良識の仮面を被った性質、
さらには表と裏の二面性があるように思われる面がなきにしもあらずであ
る。ここに反マーケティングを上梓する。マーケティングという学問は、面
白い分野であって、研究者の間には一部の批判的側面が取り沙汰されること
もあるが、不毛に帰してしまう場合が多い。あらゆる学問には正統派（主流派）
と非正統派（非主流派）がいて、それぞれの論点を批判しあいながら進歩・
発展があるのに、マーケティングにはそれがほとんど皆無に近い。マーケティ
ングを批判するのは非生産的だとして、そうした問題に触れてこなかった。
　したがって、ここではマーケティングの批判的側面をさまざまな面からア
プローチすることにしたい。

1、コンシューマリズム前夜と現代的課題
　企業主導のマーケティングは、市場需要を識別し、その必要に沿って製品
開発を行い、製品を市場に供給する過程であり、消費者の生活水準を高める
ために、有限の資源を最適に利用・促進する機能を持つものといえる。しか
し、企業は消費者の必要充足という名のもとに、消費者に対する操縦性を高
め、売上や利益の拡大のために無差別な需要創造に向かい、むしろ収奪の傾
向を強くし、また企業の供給活動に消費者の利益を損なう要素が伴う場合さ
えみられる⑵。
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　企業は、大量需要の開発のための製品差別化と広告に巨大な投資が行われ
てきた。製品差別化では、新技術による製品の基本機能を改善するよりも、
販売促進のための手がかりとしての特異性の創造に重点がおかれ、消費者の
再購買を加速するために、繰り返し製品差別化の修正が行われ、またこの製
品差別化の強化と併行して、利潤率を高めるための安全性、信頼性、耐久性
を犠牲にしたコスト削減が促進されてきた⑶。今日の企業不祥事を見れば明
らかであろう。
　一方、広告は市場に選択や消費に必要な製品情報や価格情報を報知し、消
費者の計画的購買を援助する機能をもたせることができたはずであるが、し
かし実際には選択に必要な情報を供給しようとせず、製品特徴を変えただけ
の新製品の導入や消費者の購買決定を促進するための単純なスローガンの繰
り返しに巨大な投資が行われてきた。消費者は同じことを繰り返し聞いたり、
見たりすることを余儀なくされ、製品選択のための自由な思考は制限されて
きた。さらにこのような広告は消費者の注目を製品欠陥からそらす役割さえ
果たしてきたともいえる。また、市場への大量供給と再購買の加速化は大量
の使用済み製品を出し、新技術による環境汚染とともに、消費者の生活環境
を破壊に導く傾向さえ現れている⑷。
　こうした内容は、驚くべきことに、昭和40年以前に問題とされたものであ
るが、現代にも往々にして語られるマーケティングの発想ではないだろうか。
　やがて、昭和40年代に入ると、消費者を犠牲にして企業の利益や売上の拡
大を重視する企業行動に対し、消費者運動、ないしコンシューマリズムと呼
ばれる消費者の組織的抵抗が発展し始めた。コンシューマリズムは企業の行
動と消費者の本当に必要とすることの隔たりや、企業と消費者間の情報伝達
の不足から生まれたもので、企業に対する消費者の組織的抵抗であり、企業
に法律的、道義的、経済的圧力を加えることによって消費者を保護し、売り
手に対して買い手の権利や力を行使しようとする社会的勢力であった⑸。
　コンシューマリズムの原動力となったのは、教育水準の向上により、消費
者が製品の識別能力をもつようになったこと、所得水準の向上とともに、消
費者が物的な豊富さだけでなく、生活の質の向上を要求することになったこ
と、一方、このような消費者の姿勢の変化にもかかわらず、技術の急速な進
歩により製品内容が複雑になって、消費者による製品差の識別が困難になっ
たこと、また消費者が彼等に不利益をもたらす政策の修正を要求するための
知識、技術、意思をもつようになったことなど、消費者側の事情の変化もコ
ンシューマリズムの主な原動力となった。具体的な消費者抵抗は、製品の信
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頼性、安全性、差別化、大量反復広告、包装、信用販売などに対する非難、
企業による環境汚染に対する責任追及となって現れたのである⑹。
　畢竟、今日においてもコンシューマリズムが目標とする、マーケティング
の基本的性格の変革を進めていかなければならない。いわゆる企業のマーケ
ティング機構を社会システムの構成部分として認識し、マーケティングとそ
の外延を超えている、消費者と一般大衆を含む関係を一つのシステムとして
把握しようとする考え方も現れてはいる。ここでは消費者や一般大衆の存在
が企業によって正当に評価され、企業のマーケティングは消費者の本来の目
標とその社会への影響の面から制御されるような取り組みである。企業によ
る消費者操縦ないし消費者収奪に対する消費者の組織的抵抗とマーケティン
グ活動の社会的影響に対する一般大衆の抵抗や政府による規制の強化など
は、企業のマーケティング問題解決機構の基盤を社会全般に拡大することを
促すことは否定できない⑺。そのためには、ネオ・コンシューマリズムの復
権を唱導したい。
　以上のようにコンシューマリズムの再考と高揚が企業のマーケティング活
動に、ある歯止め効果を及ぼす期待効果を論述してきた。こうしたマーケティ
ング・システムを社会システムの構成部分として認識し、あらゆる角度から
マーケティングを再考しようとする試みが次に紹介する「複眼的マーケティ
ング・システム」である。そこではマーケティングを複眼的（歴史的、社会
的・経済的、文化的、個人的生活レベル、消費者、生産者、中間商人との関
係性など）に鳥瞰することによって、マーケティングおよびその活動の影響
力を観察するものである。

2、マーケティングシステムの批判・論争・問題点
　ウィルキー（William L. Wilkie）とモーア（Elizabeth S. Moore）は、“Marketing’s 
Contribution to Society”（pp.2～39）「マーケティングの社会的貢献」という論
文の中で、“Criticisms and problems of the Aggregate Marketing System”（複眼
的マーケティングシステムの批判と問題点）を取り上げ、マーケティングに
対する批判、論争、問題点等を指摘している⑻。その事象系列を以下の4つ
に分類し、それぞれの事象系列の中で生じる問題点や批判等をまとめている。
本稿ではそれらを参考にしながら、論述を進めたい⑼。

　（1）マーケティングによる社会経済的関連における批判と問題点
　ウィルキーとモーアによれば、マーケティングはいわゆる物質主義を助長
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させ、社会的な競争原理やねたみを増幅し、さらなる貧困化を招来するので
はないかという議論がある。物質主義は、物質的・即物的なものをすべてに
優先させる態度のことで、いわゆる経済的なこと、すなわち衣食住全般にわ
たって「財貨」や「金銭」、「物品」の獲得、所有、占有、使用することをい
う。それらを否定的にとらえて、マーケティングは文化的価値に影響を及ぼ
し、知らない間に浪費癖や浪費する体質を助長させ、それらを繰り返すよう
になって、精神的、道義的、豊かな人間関係といった社会生活を営めなくな
る要因が潜んでいるといるのではないかといった論調である。
　あるいは、人為的なニーズやウォンツの仕掛けを作り出し、消費者はそれ
に踊らされ、マーケターの巧妙なケースにのせられ、さらには、文化的な拡
張主義としての文化的衝突、自然枯渇など、地球規模的な警告と警鐘が鳴ら
されているのではないか。そうした蔓延しつつある商業主義的体質が直接的
に良い意味での社会目的に向かうのではなく、自己の利益のみに奉仕する道
具に堕していないのだろうかといった批判的側面である。
　古典的な社会経済論争でも、広告費は膨大にかかるが、無駄ではないのか。
広告には数多くのトリックがあるが、あまりにも趣向を凝らし過ぎていて、
メディアに配信する場合、道徳的といえるか、現在ではいろいろな規制の網
が被っているサブリミナル広告の真偽はどうなのか、高額ブランド品に見ら
れるような価格は品質に見合っているのか、製品廃棄物等の処理は考えてい
るかなどの問題点が指摘されている⑽。

　（2）消費者行動の視点よりのマーケティング批判
　消費者行動の問題については、歴史的にも消費者の権利宣言として、PL

法にもあるように、製品の安全性、知るべき権利、選択する権利、納得・説
明して十分に聞く権利といった消費者の視点に立ったマーケティング活動が
行われているのかという問題点がある。こうした消費者行動については、歴
史的にも多くの問題点を指摘してきたし、現在でもそうした問題の継続的論
議がなされている⑾。
　特に、食料品や薬品の安全性については過去多くの論議がなされ、食品加
工処理の安全性など、消費者運動を支え続けた基本的信念は、システム内に
存在する経済的不完全性や、価格に影響を与えるもの、消費者からの苦情や
広告の社会的影響など、現在にいたるまで続いている⑿。
　消費者の知識不足をいいことに、売らんがための戦略は枚挙に暇がない。
ひところ「食べてはいけない食品シリーズ」が刊行されたことがあったが⒀、
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食の安全性についての効果のない取締りなど、多くの解決されない経済的欠
陥や倫理的問題が潜んでいる。
　またさらに、いくつかの継続的論争点もある。それは、危険な製品や健康
に害を及ぼす製品（例えばタバコなど）⒁や傷つきやすいグループ（例えば
子供や年老いた人々）、商業中心地への浸透で生じる諸問題、プライバシー
の侵害、データベース利用上の制限、マーケティング調査としての販売法や
価格差別による搾取など、解決しきれない問題群が横たわっている⒂。

　（3）マーケティング実務上に関する継続的な批判と問題点
　広告内容についても、マーケティング実務家の押し付けがましさや広告に
よる説得の限界、広告テーマや製作、コピー、それに広告承認の過程など、
広告についてはさまざまな意見を指摘することができよう⒃。
　広告は売れるための司令塔の役割を果たすが、環境問題に関しては自然資
源の枯渇、エコロジーへの脅威などに対する認識が希薄であると思わざるを
得ない。再利用と処分についても今や社会問題となっているが、再利用や処
分することなど、原油・エネルギー消費の問題がある⒄。
　製品の安全性についても、危険な商品、製品の欠陥と責任、あるいは取締
りの認可プロセスなど、解決すべき問題が山積している。
　マーケティングは企業側に立つ論理であって、消費者側に立ったマーケ
ティングの確立、あるいは文化的・社会的悪影響を除去する対策こそ、今求
められるアプローチではないだろうか。そのためには、共同行為作用として、
法人組織の倫理的な問題や消費者事件部局の役割、ビジネス行為を評価する
ための基準作成、産業自己規制などを盛り込むべき要件も当然、必要になっ
てくるであろう。

　（4）市場活動における行為・態度・反応をとおした問題点
　市場活動において、マーケティング部門が問題となるケースが、いわゆる
詐欺的な広告や高圧的な販売テクニック、劣った製品とサービス、えさ仕掛
け、正当な価格付けが行われているかの疑わしいケース、略奪を目的とする
ような価格付け、特権乱用（商業上の利権乱用）、国際間の賄賂や闇取引に
ちかい市場財、偽造品（模造品）、インターネット上の詐欺行為などが上げ
られよう⒅。
　また、消費者において指摘される、消費者の認知不足による製品・サービ
ス購入上の決断、消費者の詐欺行為（例えば、万引き、クレジット乱用）、破産、
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製造物責任（ばかげた訴訟）、脅迫めいた消費行為などが指摘される。政府
部門においては、怠慢からの過ちや職権からの過ちなどが指摘される⒆。
　以上、マーケティングシステム上の問題点およびその不完全性や欠陥につ
いて論じてきた。これらはかなり広範な問題群が横たわっているので、問題
点を整理し、マーケティングで扱うべき範囲に限定して解決せねばならない
だろう。

3、マーケティングの目的と方法に関する問題
　では、マーケティングの目的、つまりマーケティングは何のために行われ
るのだろうか。こうした基本的な問いにはいろいろな考え方があるが、代表
とする説を見ていくことにする⒇。
　「消費者満足説」（H. L. ハンセンなど）によれば、消費者のニーズやウォ
ンツに応え、かれらの欲求を満たすことが目的だとする説で、これは、消費
者の満足だけを対象にしており、企業の利潤目的を無視している点で、非現
実的である。企業は利潤追求が第一目的であり、利潤が得られることにより
消費者に高い満足を提供することができるとしている。しかし、消費者に力
点をおくか、企業側に力点をおくかの位相はあるが、いずれにしてもマーケ
ティングは双方の利益に適うものでありながら、強弱の論理が潜んでいるこ
とも否定できない。
　「企業と消費者の利益調和説」（p. コトラーなど）によれば、企業が利潤
を得て、かつ消費者を満足させるとし、両者の利益の両立を説くものである。
現実には両立することは難しい。なぜなら、供給者の論理と需要者の論理と
の関係は、市場において製品・サービスでの取引行為であるから、どちらを
優先するかといえば、企業の利潤であるし、利潤を増やすための駆け引き行
為であるからである。これもまた、強弱の論理と優劣の論理が働いていると
考えることもできよう。
　また、「市場の獲得・支配説」（森下二次也など）によれば、独占資本の市
場獲得・支配が目的だとする説である。これは、利潤目的は当然の前提とし
ている考え方であるが、市場獲得・支配に走って、いわばマーケット・シェ
アの拡大を目的とすると解されてはならない。換言すれば、最大利潤を現実
的に獲得することが企業の、したがってマーケティングの基本目的であって、
そのために市場に働きかけ、市場を獲得し、支配することが基本目的達成の
有力な手段となりうると解釈する、というのが「市場の獲得・支配説」であ
る。しかし、資本主義の論理からすれば至極当然の帰結なのであろうが、マー
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ケティングの目的そのものが殺伐とした搾取論を彷彿とさせる。
　以上のことをまとめて、一般的な解釈によれば、マーケティングの目的と
は「企業は消費者のニーズとウォンツに応え、顧客満足を前提としながら、
最大利潤を享受できるよう努力することである」としているが、マーケティ
ングは市場を企業側の論理からみる視点のみならず、消費者側からみる視点
をも加味・重視すべきであろう。つまり筆者のいう、マーケティングの目的
とは「顧客満足をとおして生活を豊かにし、企業の成長にバランスさせて、
どのような社会的責任と貢献を行い、有限資源の最適利用および最適処理の
循環をいかに図り、道義的・倫理的な社会行動と規範を構築していくかにあ
る」といえよう。
　先に、ウィルキーとモーアが指摘したように、マーケティングはあらゆる
角度からのアプローチが必要であり、複眼的マーケティングの必要性が声高
に叫ばれるべきである。企業側の論理に立ったマーケティングはさまざまな
消費者サイドに、あるいは社会的・文化的影響に及ぼす悪影響を考えなけれ
ばならないであろう。
　昨今の商品開発競争がかまびすしい。特に、ビールや発泡酒、焼酎やウィ
スキー、ワイン、それにウォッカ、ジンなどをベースにしたカクテル類も含
めると、どのくらいの種類の缶やビンが発売されているのか分からない。次
から次へと登場し、そしてどんどん消えていく。酒に限らず、多くの車種も
新刊書、その他の商品もそうである。商品の命はコンセプト作りにあるとい
われているが、安易な新商品の発売は、かえって消費者の選択肢を狭め、多
すぎることによって欲しい商品が見えにくくなるのも事実である21。
　では次に、マーケティングはどのような手法で展開されるのだろうか。そ
れには、マーケティング・コンセプトといわれる側面と、マーケティング技
法といった側面が考えられる。最近のマーケティング戦略は、後者の「マー
ケティング技法的側面」が強調されるきらいがある。
　周知のように、マーケティング・コンセプト（marketing concept）とは、マー
ケティングの理念であり哲学である。理念とは思考内容・考え方であるが、
具体的にいえば、「現実に対する規範ではなく、実在の現象を測定し、比較し、
またその文化的意義を明らかにするための手段」ということである。マーケ
ティング・コンセプト的側面の考え方は、「企業を取り巻く社会状況の変化
に応じて、企業がマーケティング戦略としての取るべき立場や企業の社会的
責任、社会福祉を強調したり、環境との調和を謳ったりして、マーケティン
グそのものの変容を提示したりする、いわばイデオロギー的性格をもつ」22
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ものといえる。
　もう1つは、マーケティング技法的側面である。これはマーケティング・
リサーチおよび4Pに代表される。4Pとは既述したように、W. J. マッカシー
がマーケティング諸活動を集約した表現であり、Product（製品）、Price（価格）、
Promotion（プロモーション）、Place（場所）を指す23。
　製品（戦略）は、新製品開発、既存製品の改良、品質、デザイン、スタイ
ル、包装、ブランドなどを扱う戦略展開である。いわば、価値システム創造
の「価値形成」活動である24。価値形成活動によって価値物（製品・サービス）
ができあがると、それに対する価値付け、つまり「価値表示」が必要になる25。
いわゆる価格（戦略）である。それは、価格設定や独占価格、種々の割引政策、
リベートなど。価値物の形成と表示がすむと、それを市場に受容されるべく
顧客にプロモートしていく「価値伝達」の仕組みが必要になる26。それがプ
ロモーション（戦略）である。広告・宣伝、セールスプロモーション、パブ
リシティ、販売員および狭義の販売促進（展示会、実演、特売、店内改装、
陳列）などの範疇を扱う。価値システム創造の最後の作業は、価値物を市場
に入れ込んでいく「価値実現」の仕組みづくりである27。いわゆる、流通チャ
ネル（戦略）であり、場所が重要ということで Placeになっているが、販売
経路、流通系列化、直営販売網の構築、営業所・店舗などの立地、運輸・保
管などを扱うものである。
　これら4Pは、それぞれ独自に展開されるが、現代のマーケティングでは
それらの相互作用の関係を重視し、最適な組み合わせ（マーケティング・
ミックス）をはかり、標的市場に適合的なマーケティング戦略をとることが
多い28。
　しかし、いずれにしても、今後のマーケティング活動の重要な点として、
企業活動の盛衰の鍵を握るのは、社会の正義や価値に合致するか否かであろ
う。顧みれば、高度経済成長が終焉する1970年代初頭以降、成長のツケとし
ての公害や生態系破壊に対する各種規制と対策、消費者被害（コンシューマ
リズム）や権利侵害にたいする消費者相談窓口やオンブズマン制度導入など
がマーケティング・テーマとして今なお顕在化している29。
　また、90年代には企業の社会対応への一環として、メセナやフィランソロ
ピーを通じて長期的に社会から受容される企業づくりや、エコマーケティン
グ、グリーン・マーケティングを含めたソーシャル・マーケティングが地球
規模で検討される時代となった。近年の社会対応の基本問題は、企業の成長
にバランスさせて、どのような社会的責任と貢献を行うかが大きなテーマと
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なっている30。
　そのテーマに関して、嶋口は「企業の社会的存在理由に照らして、まず買
い手の求める以上の価値を提供する支援の促進を軸とする基本責任を確認
し、そのうえで、そこから生まれる不経済性を除去して納税や雇用拡大に貢
献する義務責任を果たし、さらに余裕のなかで多様な支援責任を遂行すると
いうバランス感覚が望まれる」としている31。敷衍するならば、外部不経済（公
害、環境破壊など）を除去する件については、社会的害悪に及ぼす影響力の
あるモノ、例えば、教育上・倫理上好ましくないモノ、老若男女への悪影響
を及ぼすモノなども加えるべきであろう。提供する企業側も買い手の求める
以上の価値を提供する倫理的・道徳的な基本責任を持つべきである。
　右の図は、特に企業の社会的責任を論じたものではあるが、マーケティン
グの戦略展開にとっては必要不可欠な目指すべき内容を包含している。

4、マーケティングの二面性とコンパートメント化
　マーケティングは、「金儲けの手段である」とか「利益を上げる方法であ
る」、「売れる仕組みづくり」といった認識は大学教育もさることながら、後
述するように、マーケターによる行動思想にも原因があるようにも考えられ
る。それは、あまりにもマーケティングの技法的側面が強調されるからであ
る。絶え間ない新商品を開発したり、頻繁なモデルチェンジ、計画的陳腐化
など、常に消費者の懐狙いの研究に没頭している面もある。マーケティング
は一種の崇高な科学であるためには、一面のみを強調するのではなく、理念・
哲学、そして倫理をもっと前面に強調することも必要なことである。
　マーケティングは、よくサイエンス（science：科学）かアート（art：技法）
かなどといった二分法の論理で語られ、長らく論争があった。経営学におい
ても然りである。結論からいうと、一般的な理解とされているのは、サイエ
ンスの面もアートの面も色濃く投影される学問であるということであるが、
しかし、サイエンスとしてのマーケティングが、現時点でナリを潜めてい
ることが残念でならない。（堀田一善著『マーケティング研究の方法論』中
央経済社、1991．および堀田一善著『マーケティング思想史』中央経済社、
2006．を参照せよ）
　すでに述べたように、マーケティングは体系的な対市場活動であり、売れ
る仕組みづくりをその手法とするというのが一般的解釈である。製品、価格、
広告、チャネルなどの活動によって、市場に働きかける技法的側面を強くも
つ。そのような技法的側面と同時に思想的側面をも持っている。第2次大戦後、
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アメリカにおけるマーケティングは、マーケティング・コンセプトとして確
立する。
　いわゆるマーケティング・コンセプトは、GE（ジェネラル・エレクトロニッ
ク社）などの巨大企業のマーケティング実践の中から形成された考え方ない

（a）基本責任
当事者双方の自由意思によ
る自己利益追求を基礎にし
た相互同意型の交換の推進

自己利益動機に
よる相互同意型
価値交換の推進外部不経済

 （公害・環境
　破壊など）の
　　除去

内部不経済
（不公正取引、
欠陥商品、情　

報隠蔽など）の  　
排除　　　

雇用機会の
提供

納税義務
基本責任

　 文化支援
  （メセナ活動
など）

社会支援
   （フィランソロ
　   ピーや１パー
　      セントクラブ
　　      など）

政治支援
   （公正な政治
        献金）

経済支援
（国際経済　
援助など）　　

義務責任

支援責任

（b）義務責任
ス テップ①：最低限の義
務としての倫理コード
（code of conduct）の厳守
ス テップ②：疑いの可能性
のあるグレーゾーンに対
してデマーケティング
（demarketing）の対応（cf.

「不為の哲学」）
ス テップ③：潜在的社会不
満に対しては価値創造型
マーケティングで対応

ス テップ④：不当な社会圧
力に対する法廷闘争

（c）支援責任
「企業市民」「美しい企業」
として企業家精神を活かし
ながら、長期的な存続基盤
投資として対応
原 則：①一貫性、②継続性、
③社会的必要性

方 法：①物財型支援：資金・
施設・人材等、②ノウハ
ウ・技術型支援：ソーシャ
ル・マーケティング

（出所：嶋口充輝『マーケティングパラダイム』有斐閣、2000年、p.30.）
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しマーケティング思想の代表である。それは巨大企業の利益を増進させる経
営思想、つまり階級的利益に奉仕する経営イデオロギーの一翼を担うもので
あった。マーケティング・コンセプトは、マーケティング・イデオロギーな
のである。それゆえに、マーケティングは実践的な技法との二面性があるた
めに誤解を受けやすい。
　いわば、マーケティング・コンセプトはマーケティング諸技法の実践にお
ける思想的・理念的な原理であり、マーケティング実践と堅く結合している。
保田によれば、マーケティング・コンセプトはおよそ次のような3つの意味
内容をもっているという。
　第1は、マーケティングは、消費者中心志向あるいは顧客中心志向だとい
われる。「消費者は王様である」という倒錯した観念に発し、ビジネス界の
中心が消費者あるいは顧客であると欺瞞し、消費者のニーズとウォンツを充
足させることがマーケティングの目的だと強調する観念・思想である。これ
は少数の巨大企業が現代資本主義経済の支配者であり、最大利潤を目的とし
て活動していることを隠蔽する。これがマーケティング・コンセプトの第1

の柱であり、本質的要素とされている。この種の観念は状況に対応して社
会福祉や環境保護といった外皮で補強することがある32。こうした本質をも
マーケティングを学ぶものにとっては必要なことであろう。
　第2は、マーケティングの諸活動の統合ともいうべき考え方で、マーケティ
ング・ミックスやマーケティング戦略の効率的市場開拓の原理観となる。
　第3は、利潤志向である。第一と第三は矛盾するが、矛盾は問題ではなく
市場や消費者の抵抗を抑え、切り抜けてマーケティングの初期の目的達成に
とって有用な観念・社会意識形態であることがマーケティング・イデオロギー
にとって重要なのである。こうしたイデオロギーの哲学的基礎は、有用性を
真理とする現金主義的、行動的観念論であるプラグマティズムにある33。
　さらに、マーケティングを実務面より敷衍するならば、マーケティングを
捩
もじ

って「モーケティング」と揶揄する陰口がある。マーケティング学者や研
究者に対して、研究よりも講演やコンサルタントなどをしてしっかり稼ぐ姿
を皮肉ったものである。マーケティングは実務家に比べて研究者が少なく売
れっ子の学者に講演の依頼が集中する。特に最近はヒット商品の研究や新製
品開発など、一般受けするテーマを抱えていることもあり人気を集める。マー
ケティングは実務的で消費者論などと密接に関係があるため、おもしろく、
心理的に誘発され、興趣がある。ここでマーケティングに対して揶揄される
点をいくつか指摘しておこう。
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　一つは、マーケティングは、実務にかなり近いこともあり、アカデミック
ではないとみられがちである。何よりもマーケティング学者や研究者にとっ
て、企業内の各種のデータ利用が自由に使えず、制限されることである。企
業にすれば、自社商品の販売動向や消費者の評価はデータ収集に多額の支出
をしており、結果は企業機密そのものである。
　二つめは、マーケティング実務家にも反省すべき点もある。各種のデータ
の中で都合のいいものを選びがちなことは否定できない。企業にとっては、
マーケティングは最小の投資・費用で最大の売上高、利益を実現するための
戦略で、その意味ではモーケティングそのものであろう。
　三つめは、各種調査の中でヤミからヤミに消えていく調査があるといわれ
る。都合の悪い結果が出れば葬り去られる。当面の売上高や利益という目先
の利害を優先するために、将来の変化を示唆する貴重な調査が企業内でさえ
も無視される。マーケティングの実務家が自嘲を込めてモーケティングと
いったりするのはこうした現実を知っているからでもあろう34。
　以上のように、マーケティングは、その解釈や方法論、理念と実務、それ
ぞれの立場から多くの相違が存在している。百花繚乱の相を呈していること
がわかる。そうした解釈の仕方の相違が、マーケティングに関わる業界の構
造に由来しているのではないだろうか。そうした業界構造の特質をグループ
別にコンパートメント化すると以下のようである35。
　（1）マーケティング学者グループ
　マーケティング界には多くの学者グループが存在する。彼らはビジネス実
務界のマーケティング成功事例を、一年乃至2～3年後にその理論づけ・分析
を行い、法則性を探ろうとするが、時代の趨勢に伴い変化を余儀なくされ、
その理論化は積み重なるように堆積される。しかしその理論は再び検証され
ることなく、深い眠りに陥っていく。まさに不加逆性の極みである。もちろ
ん、米国のマーケティング理論の後追いという重要な仕事もある。
　日本ではマーケティング学者は、実際のビジネスとは縁遠く、学者が理論
的あるいは実務的にビジネスの成否に関わったという例は少ないのが現状で
あろう。最近の大学では、マーケティング実務経験や企業内マーケターに絞っ
て教員公募をする例が増えてきている。が、大学教育においてもマーケティ
ング実務に精通させようとする傾向が強い。
　いわば、こうしたマーケティング学者グループこそが、マーケティング活
動における理論・実務、あるいは議論の成否を、またマーケティングのあり
方を根本的に問う領域に踏み出すべきときではないだろうか。
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　（2）トレンドセッター・グループ（時代の先導グループ）
　このグループは、カタカナ言葉を連発し、時代のトレンドを作ると自称す
るグループである。広告代理店業界や一部シンクタンクに多く、年末にな
ると翌年の消費キーワードや売れる商品コンセプトなどを発表したりする。
もっともこれが当たる確率はかなり低く、その場合は「時代は次々に変わっ
ていく」という解釈で不問に付される。
　（3） クリエイターグループ（メディア広告等に関与する芸術的創作者グループ）
　デザイナー、コピーライターといったクリエイティブな業務に携わる人も
勿論、マーケティング業界の一翼を担う。しかし感性的なクリエイティブ業
務との接点はかなり薄い存在である。一匹狼や個人事務所の人も多く、下請
け構造の中に吸収されており、発言権自体も低いのが現実である。
　（4）マーケティング・コンサルタント・グループ
　このグループには、企業所属のコンサルタントと独立自営組がいる。とく
に後者は顧問料などと称して個別企業などのコンサルティング業務などを行
い、改善されればとくに問題はないが、成果が上がらないと訴訟をおこされ
かねない米国と違い、立場はかなり気楽である。コンサルタント業務を行う
グループにも、理論派と実務派に分かれ、両者に強い人は滅多に存在しない。
いわば前者は医者でいうところの診断に強い人で、後者は治療に強いといっ
たところである。
　（5）企業内マーケター（企業のマーケティング・セクション）
　消費財メーカーではそれなりに日の当たる部門であるが、自社流マーケ
ティングのノウハウの伝統に色濃く左右される企業もあり、革新的であるべ
きマーケティング・セクションはかなり保守的でもある。消費者と接点のあ
る企業であれば、どこでもマーケティング部があると思うのは間違いで、流
通業には滅多に存在しない。また特に百貨店や金融業などのサービス業界に
マーケティング・セクションは根付かないのが現状である。理由として、「マー
ケティングとは何か」が不明であったからであると指摘している。
　以上のように、マーケティング業界には多種多様の構造とグループが内在
しており、マーケティングのアプローチや目的も多種多様である。その目的・
方法を「ビジネスの成功確率を高めること」に置くなら、その最大の要因は
人間的な能力、倫理観、あるいは資質の要素であろう。
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おわりに
　以上、反マーケティングの立場―マーケティングの不完全性および欠陥に
ついて論じてきた。こうした問題を論じることは実際のところ、現実的には
複雑多岐にわたり、また経験的な確証を述べるにも測定しがたい要素が多い
ために非常な困難をともなう。しかし、放置されざる問題を孕んでいること
も事実である。
　また、マーケティングに対する批判的見解は「消費文化」およびそれを支
える「社会経済システム」、「政治的・法律的システム」のより広範な問題や、
さらに敷衍すれば、「道徳的・倫理的」問題に直結している。こうした批判
的見解は簡単な議論でないことも事実である。既述したように、問題点を整
理して、マーケティングで扱うべき限定的範囲内で解決すべき道筋を示す他
はないように思われる。
　いわば、マーケティングは企業による売れる仕組み作り・方法を考える手
段、あるいは組織における広報・宣伝活動による発現形態・利益誘導にある
とすれば、マーケティングそれ自体を批判乃至、反マーケティング論を提起
すること自体が無意味であって、非生産的であるとの意見が噴出しそうであ
る。否、学問であるからには多方面からの反証があって然るべきである。
　かつて、P. ドラッカーは「利益なくして事業の繁栄はないが、利益そのも
のは事業の目的ではなく結果である」あるいは、「利益は、企業や事業の目
的ではなく条件なのであり、また利益は、事業における意思決定の理由や原
因や根拠ではなく、妥当性の尺度なのである」36と。
　F. ライクヘルドは同じ趣旨のことを「善の利益と破壊の利益」（virtuous 

and detructive profit）と説明した。善の利益とは、まず事業の唯一の目的で
ある顧客価値の創造を明確にし、その実行に向けて経営資源を集中と選択に
よって対応させ、その結果として生み出された利益を指す。一方、破壊の利
益とは、利益そのものを目的として設定し、そのために経営資源をひたすら
削減させることから生み出される利益である、と37。
　破壊の利益は確かに一時的に利益は高まるが、顧客価値の創造を実現させ
るための経営資源を目先の利益のために減らしてしまうゆえに、顧客価値創
造という事業の本質が追求されなくなり、まさに破滅の道につながる利益と
なる。今日の企業活動におけるマーケティング思想の根幹を示唆することば
であろう38。
　このように考えると、マーケティングとは顧客価値の創造を実現すると同
時に、顧客との良好な関係性を維持・発展させることにあり、顧客満足をと
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おして生活を豊かにし、さらに企業の成長にバランスさせた社会的責任と貢
献および有限資源の最適利用と最適処理を如何に行っていくかにあるといえ
よう。
　さらに敷衍するならば、消費者を単にモノやサービスを購買する人と見る
のではなく、生活を営む生活者として捉え、消費者の生活システムや生活ス
タイル・法則を解明することも重要な課題となる。すなわち、マーケティン
グのあり方がアメリカ発ではなく、その国独自の、いわば日本独自の組織文
化、民族文化、伝統文化・慣習などに根ざした要素を加味した日本的マーケ
ティングの発想と活動が必要であろう。
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